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○ 政治・経済・人口等が集中する首都圏が被災した場合に備えるなどの観点から､

国会等を東京圏以外に移転させることの重要性､ 必要性は増している｡

○ しかし､ 国会等の移転については､ 社会経済状況の変化や防災､ 危機管理のあり

方等の諸問題と整合を図った上で意思決定を行う必要がある｡

○ したがって､ 当面協議会としては､ 意思決定に向けた議論に資するため､ 平成15

年の衆参両院の移転特委 ｢中間報告｣ に示された､ 分散移転や防災､ 危機管理機能

(いわゆるバックアップ機能) の中枢の優先移転などの考え方を深めるための調査､

検討を行うこととする｡
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15年６月16日 １
国会等移転について国会の意思を問う方法を議論する場として設
置

７月９日 ２
事務局から衆参両院の ｢国会等の移転に関する特別委員会｣ の中
間報告について､ 説明及び質疑

10月３日 ３ 衆議院国会移転等実情調査議員団による報告 (韓国・欧州)

10月26日 ４ 仮メンバーによる集まり

16年２月19日 ５ 国会の意思を問う方法を引き続き協議していくことを確認

４月15日 ６ 国会の意思を問う方法について自由討議

５月28日 ７ 国会の意思を問う方法について自由討議

11月18日 ８
大幅なメンバー交代に伴う顔合わせ及び両院協議会のこれまでの
経緯や衆参両院の移転特委 ｢中間報告｣ 等について､ 両座長から
説明

11月25日 ９ これまでの経緯についての説明後､ 自由討議

12月１日 10
｢国会の意思を問う方法｣ に関する､ これまで出された意見につ
いて説明があり､ その後､ 自由討議

12月16日 11
有馬朗人元国会等移転審議会会長代理から､ これまでの経緯､ 国
会等移転審議会での議論等について説明・聴取があり､ その後､
質疑応答

12月22日 12
各議員から自由意見の表明後､ 座長から取りまとめ (案) が示さ
れ質疑応答｡ とりまとめ (案) の了承後､ 衆議院及び参議院の議
院運営委員長に報告が行われた｡

17年５月18日 13

危機管理機能の中枢の優先移転の考え方について､ 自由討議｡ １�
危機管理機能の中枢の移転は切迫した話なので､ 今後､ 精力的に
協議を進めたい､ ２�危機管理機能の中枢とは何か､ ３候補地かそ
れ以外も含めて議論するのかなどについて論点整理を行った上で
次回議論したい､ ３�来年度予算に国会として危機管理機能の移転
に関する調査費を要求することを目標に作業したい､ 等の発言が
あった｡

財務省の資料によると､ 国と地方をあわせた長期債務残高は17年度末 (予算ベー

ス) で774兆円にものぼり､ その額はふくれあがる一方です｡

これは､ 国民一人あたり約600万円､ ４人世帯では一世帯あたり約2,400万円の

借金という計算になります｡

また､ 世界に目を向けても､ 日本の長期債務残高の対ＧＤＰ比は平成４年以降

上昇を続け､ 平成12年にＧ７諸国の中で最も高くなり､ その後もさらに数値の悪

化が続くなど､ 国際的に見ても財政事情の厳しさは一目瞭然です｡

このような厳しい財政状況のもと､ 新都市建設に莫大な経費をかけることは壮

大な無駄遣いとなります｡
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